
（様式①）

[経済局] ５款１項５目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
商店街魅力ＵＰサポー
ト事業

55,020 55,020 58,600 58,600 △ 3,580 △ 3,580 ○

2
つながりによる商店街
活性化事業

36,600 36,600 46,010 46,010 △ 9,410 △ 9,410 ○

3
人・環境に優しい買い
物の場支援事業

108,380 108,380 83,390 83,390 24,990 24,990

4
消費生活総合センター
運営事業

273,314 243,193 256,235 233,041 17,079 10,152

5
横浜市消費者協会補助
事業

8,506 8,506 9,970 9,970 △ 1,464 △ 1,464

6
消費生活審議会運営事
業

1,310 1,310 1,579 1,579 △ 269 △ 269

7 消費者行政推進事業 18,908 2,698 18,359 3,449 549 △ 751

8 計量検査業務費 25,253 16,071 30,468 20,237 △ 5,215 △ 4,166

9 就職支援事業 17,607 12,459 59,580 40,080 △ 41,973 △ 27,621

10 職業訓練事業 166,511 22,866 168,303 24,684 △ 1,792 △ 1,818

11
職能開発総合センター
管理運営事業

23,849 23,518 24,251 23,894 △ 402 △ 376

12 技能職振興事業 9,032 8,982 10,210 10,160 △ 1,178 △ 1,178

13 勤労行政推進事業 7,764 7,764 8,052 8,052 △ 288 △ 288

14 勤労者生活資金預託金 350,000 0 350,000 0 0 0

15
シルバー人材センター
助成事業

63,190 63,190 48,190 48,190 15,000 15,000 ○

16
技能文化会館管理運営
事業

144,410 141,292 140,272 137,372 4,138 3,920

横浜市商店街プレミア
ム付商品券支援事業

0 0 100,000 100,000 △ 100,000 △ 100,000

緊急雇用創出事業 0 0 300,000 300,000 △ 300,000 △ 300,000

計 1,309,654 751,849 1,713,469 1,148,708 △ 403,815 △ 396,859
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

25

件 実績 94 127

個店支援事業
助成件数

単位 目標 84 117 31 25 25 25

5

件 実績 5 9

区局連携事
業・事業者等
連携事業実施

件数

単位 目標 3 6 6 5 5 5

146 146 146

件 実績 79 117

ソフト支援事
業・イベント
助成事業助成

件数

単位 目標 183 153 147 146

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・【令和２年度商店街実態調査】
　設問：「貴商店街ではどのような悩みがありますか」
　「売上・来街者の減少」36.1％
・【令和２年度消費者購買行動意識調査】
　設問：「これからの商店街のあり方や役割について、期待すること」
　「イベントや行事など地域のにぎわいづくりの中心」26.7％、「地域住民が気軽に交流できる場」24.2％
・【令和２年度来街者調査】
　設問：「どのようなことが導入されると、あなたにとって、商店街の魅力が高まると思うか。」
　「共同売り出し（セール・福引等）」14.0％、「特色ある個店づくり」12％
・【令和２年度経営実態調査】
　設問：「今後の経営方針について該当するもの」
　「衛生対策」25.7%、「販促の強化」24.6%、「品揃えの変更」13.4%、「営業時間の変更」12.7%、「店舗改装」11.7%

38,850

事業概要
商店街による交流・イベントの実施や、魅力を発信するホームページの作成等、商店街の魅力アップを図る取組への支援や、商店街等
の個店の業務改善につながる店舗改修、新規顧客獲得に向けた取組の支援により店舗の魅力アップと商店街の活性化を図ります。ま
た、今後の商店街支援施策、商業活性化施策に関する基礎資料とするため、商店街及び消費者を対象にした調査を実施します。

事業開始年度 昭和62年度ほか

６年度 ７年度 ８年度

決
算

91,658 35,318 38,850
91,658 35,318

根拠法令・方針決裁等

・横浜市商店街ソフト支援事業補助金交付要綱
・横浜市商店街活性化イベント助成事業補助金交付要綱
　※区内商店街が実施するイベントに係る補助は各区が制定する要綱により実施
・区局連携魅力ある商店街づくり事業実施要綱
・小規模事業者店舗改修助成金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

＜商店街ソフト支援事業＞
　前回実施した商店街実態調査では、商店街エリアへの来街者の減少が課題となっており、イベント事業や商店街マップの作成による
魅力アップを支援する必要があります。
　地域における商店街の認知度や魅力の向上及び商店街の活性化を図るため、商店街マップやホームページ、多言語媒体の作成、商店
街イベントの実施を支援します。また、各区と連携し、商店街の魅力アップを効果的に進めます。さらに、消費者や地域住民のニーズ
に応える新たな魅力づくり等を効果的に進めるため、民間事業者や学校等の多様なパートナーと連携します。

＜商店街の個店支援事業＞
　個店の営業状況の調査では、来客数が減少しそれに伴って売上げが減少している状況です。今後の経営方針として、販促の強化や店
舗改装をあげている店舗が多くなっています。
　既存商店の活力回復や市民生活の利便性向上を通じて商店街の活性化を図るため、業務改善等につながる小規模事業者向けの店舗改
修補助、新規顧客獲得を図るための大型店舗等の催事への出店などの取組を支援します。

＜商店街関連調査＞
　３年ごとに調査を実施し、各商店街の運営状況、ハード面・ソフト面の取組状況及び商店街の悩みや将来の見通しについての実態を
把握することで、立地条件等の異なる各商店街の活性化へといかにつなげていくかを検討していく必要があります。
　また、最寄り商店街に対する消費者の意識調査を同時に行い、商店街への調査結果と合わせて今後の商店街支援施策の検討を進める
うえでの基礎資料とします。

令和８年度
予
算

106,029 103,611 63,900 50,020 50,020 50,020
106,029 103,611

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

63,900 50,020 50,020 50,020

58,600
増△減 △ 3,580 0 0 0 0 0 △ 3,580

令和４年度 58,600

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 55,020 55,020

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 商店街魅力ＵＰサポート事業 政策番号 20 政策指標 ① 施策番号 4 施策指標

5-1-6
2-1、2-2、
2-3、2-6、3-7事業区分

歳出予算科目 一般 会計 5 1 5 枝番号 前年度事業名称 商店街魅力ＵＰサポート事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 商業振興

新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号



（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

係

細事業合計 55,020 58,600 ▲ 3,580

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 宮島　大輔 佐々木　結花 伊東　志のぶ

0 1,500 ▲ 1,500
つながりによる商店街活
性化事業への移設による
減

事務費 3,520 4,400 ▲ 880 実績を踏まえた減

40,700 ▲ 1,200
申請見込件数の減少によ
る減

商店街の個店支援事業 7,000 12,000 ▲ 5,000 事業統合による減

事業スケジュール

・昭和62年度：商店街活性化イベント助成事業開始
・平成21年度：商学連携支援（平成16年度開始）、プラン実践支援（平成17年度開始）、魅力ＵＰ支援を商店街ソフト支援事業として
開始
・平成24年度：プラン実践支援を商店街ソフト支援事業に変更、情報発信支援を追加
・平成27年度：横浜市商店街第二創業支援事業開始（横浜市商店街個店の活力向上事業の前身）
・平成28年度：横浜市商店街個店の活力向上事業開始
　　　　　　　区局連携魅力ある商店街事業開始
・平成29年度：商店街活性化のための区・局・事業者等連携事業として事業者等対象を拡大
・平成30年度：商店街関連調査（商店街、消費者対象）実施
・令和元年度：小規模事業者設備投資助成事業開始
・令和２年度：緊急商店街関連調査（商店街、来街者、経営者、消費者対象）実施
・令和３年度：インバウンド対策支援事業（平成29年度開始）を商店街ソフト支援事業に統合
　　　　　　　商店街活性化のための区・局・事業者等連携事業を区局連携事業、事業者等連携事業に分割
・令和４年度：小規模事業者店舗改修助成事業開始
　　　　　　　区局連携事業と事業者等連携事業を統合し、区・局・事業者等連携事業とする。
・令和５年度：区局連携事業と事業者等連携事業を分割

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

商店街ソフト支援事業 39,500

商店街関連調査 5,000 0 5,000
３年ごとに実施すること
による増

商店街活性化促進プロジェクト事業



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

商業活動等支
援事業助成件

数

単位

件

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

＜商業活動等支援事業＞
　多くの商店街で空き店舗数の増加が課題となっている現状を踏まえ、空き店舗を活用し、商店街の賑わいを創出するため、開業にか
かる経費の支援及び商店街に新たな賑わいや交流の場となる店舗誘致を進めます。
　また、横浜市商店街総連合会との連携によって、市内商店街の活性化を図るとともに、市内ファッション産業の振興及び横浜開港記
念バザーにおける横浜の魅力発信を行います。

＜商店街ＳＤＧｓ推進事業＞
　多様化する地域や社会の課題は、行政のみで対応することが難しく、地域の経済活動において解決が図られることが望ましい状況が
あります。また、本市は「SDGs未来都市」として、市民力を活かした公民連携により、環境に配慮しながら、経済や文化による新たな
価値・賑わいを創出し続ける都市の実現を目指しています。
　商店街が地域の課題・ニーズを捉えて解決・充足を目指す取組を支援することで、商店街の地域コミュニティの核としての役割を高
めます。

＜商店街活性化促進プロジェクト事業＞
　市民の皆様の日常生活を支える商店街は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、新しい生活様式を踏まえ変化する地域社会
のニーズに応える必要があります。商店街会員同士が地域経済の活力を維持・向上のため、ニューノーマル社会における、魅力ある商
店街づくりや持続可能な商店街活動について検討します。

＜商店街原動力強化支援事業＞
　店舗経営者の高齢化、店舗の後継者不足が進む現状を踏まえ、商店街組織力の低下や、組織の衰退を防ぐため、商店街の組織体制の
強化が課題となっています。
　商店街と地域とのつながり強化、持続的な商店街活動の基盤形成を図るため、商店街の課題解決に必要な外部支援（経営相談や調
査、ＩＣＴの利活用等）の活用支援のほか、地域コミュニティの核である商店街の長期的な発展・組織強化のための相談を実施しま
す。

根拠・データ等

・一般社団法人横浜市商店街総連合会加盟商店街数（各年６月１日現在）
　　＜実績推移＞30年度 256、元年度 251、２年度 249、３年度 255、４年度 253
・「横浜ファッションウィーク」来場者数
　　＜実績推移＞30年度 5,500人、元年度 4,000人、２年度 1,500人、３年度 1,500人、４年度 1,600人
・「横浜開港記念バザー」来場者数
　　＜実績推移＞30年度 407,490人、元年度 377,016人、２年度 中止、３年度 中止、４年度 14,752人
・後継者がいない店舗：35.6％（うち、自分の代で店を閉める予定：57％）【令和２年度経営実態調査】
・空き店舗率（全体）：5.4％、空き店舗総数（全体）：704店舗（平成30年度は571店舗）【令和２年度商店街実態調査】
・市内商店街における70代以上の経営者：22.6％（平成21年度は17.0％）【令和２年度経営実態調査】

目標 93 44 30 23 23 23 23

実績 39 42

目標 3 17 20 11 1

事業概要
商店街による外部専門家の活用の機会を設けるほか、地域とのつながり強化、商店街組織の持続化のための相談や伴走支援を実施しま
す。また、商店街の空き店舗の活用に向けた取組やニューノーマル社会における商店街の在り方を検討するプロジェクトを進めます。
さらに、地域・社会の課題に対して、商店街活動を通じて解決に取り組む商店街のＳＤＧｓの実現につながる取組を支援します。

事業開始年度 昭和39年度ほか

根拠法令・方針決裁等

横浜市商店街活性化等事業補助金交付要綱
横浜ファッションウィーク補助金交付要綱
横浜市商店街社会課題チャレンジ事業補助金交付要綱
横浜市商店街空き店舗活用事業補助金交付要綱
横浜市商店街空き店舗活用事業奨励金交付要綱
横浜市商店街原動力強化支援事業補助金交付要綱（制定予定）

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

44,155 104,646 33,469
44,155 104,646 33,469

36,600
60,500 65,600 54,300 36,600 36,600 36,600

予
算

60,500 65,600 54,300 36,600 36,600

0 △ 9,410

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 △ 9,410 0 0 0 0

0
令和４年度 46,010 46,010

単独事業

36,600
補助事業 0

令和５年度 36,600

県 諸収入 市債 一般財源

事業名称

財　源　内　訳

ＳＤＧｓ推進
事業支援件数

単位

件

一 般 財 源 等

会計一般

つながりによる商店街活性化事業

枝番号

政策番号 20 政策指標 ① 施策番号 4 施策指標 ①

前年度事業名称 つながりによる商店街活性化事業

区　分 金　額 国

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 商業振興

新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号

5-1-6
1、2-7、
3-1、3-3、
3-4、3-5

事業区分

歳出予算科目 5 1 5

0 0

実績 7 10



（単位：千円）

①

②

③

④

係

事業スケジュール

・昭和39年度：横浜市商店街総連合会設立（平成25年一般社団法人化）
・平成８年度：空き店舗活用事業（開業支援枠）開始（令和２年度までは空き店舗誘致事業）
・平成19年度：横浜ファッション振興事業開始
・平成27年度：調査・相談・事務委託支援事業開始（令和３年度までは商店街の相談事業）
・平成29年度：空き店舗活用事業（改修枠）開始（令和２年度までは空き店舗改修事業）
・平成30年度：宅配・出張販売・送迎支援モデル事業開始（３か年事業）
・令和２年度：社会課題チャレンジモデル事業開始
・令和３年度：横浜開港記念バザー実行委員会と連携（横浜開港記念バザーは大正９年から）
・令和３年度：商店街組織持続化支援事業開始
・令和３年度：社会課題チャレンジモデル事業と宅配・出張販売・送迎支援モデル事業を統合し社会課題チャレンジ事業へ
　　　　　　　商店街活性化促進プロジェクト事業開始
・令和５年度：空き店舗活用事業と商業活動等支援事業を統合し商業活動等支援事業へ
・令和５年度：商店街組織持続化支援事業を統合し商店街原動力強化支援事業開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

商業活動等支援事業 25,600

商店街活性化促進プロジェクト事業 3,000 0 3,000
事業手法の見直しによる
増（商店街魅力ＵＰサ
ポート事業から移設）

課長 係長

細事業合計 36,600 46,010 ▲ 9,410

本資料は、公正・適正に作成しました。 宮島　大輔 佐々木　結花 伊東　志のぶ

31,010 ▲ 5,410
事業統合及び事業見直し
による減

商店街ＳＤＧｓ推進事業

商店街原動力強化支援事業 5,000 0 5,000
事業統合及び新規事業に
よる増

3,000 15,000 ▲ 12,000
新規申請受付を終了する
ことによる減



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

環境整備支援
事業助成件数

単位

件

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
ア 商店街ハード整備支援事業
(ア)商店街環境整備支援事業

保有施設のある商店街のうち４割弱の商店街で保有施設の保全・維持管理費用の負担が大きいと感じており、また、
　　２割弱の商店街で老朽化による事故の危険性があると感じています。

(イ)安全・安心な商店街づくり事業
６割強の商店街で街路灯を所有しており、そのうち４割近くの商店街が保全・維持管理の負担が大きいと感じています。

イ 大規模小売店舗立地法運用
周辺地域の生活環境保持のため、平成12年６月１日に「大規模小売店舗立地法」が施行されました。

②事業目的・効果
ア 商店街ハード整備支援事業
(ア)商店街環境整備支援事業

商店街において個性と魅力ある街づくりを推進し集客の向上を図ること、市民の身近な買い物の場である商店街の安全・
　　安心な買い物環境整備を図ることを目的に実施します。商店街設備の新設・更新のほか、脱炭素社会につながる省エネ化、
　　老朽化した施設の撤去や台風や豪雨等の自然災害による破損からの復旧などを進めます。

(イ)安全・安心な商店街づくり事業
安全・安心な地域づくりに寄与することを目的に、防犯パトロールなどの活動を行う商店街が保有する街路灯等の電気代等

    の維持管理費用を補助することで、その活動を支援します。
イ 大規模小売店舗立地法運用

大規模小売店舗立地法に基づき、大規模小売店舗の立地に関し、周辺地域の生活環境の保持のため、大型店の設置者に対し、
　　施設の配置及び運営方法について適正な配慮がなされるよう調整を行います。本事業により、小売業の発達を図り、市民経済
　　及び地域社会の健全な発展並びに市民生活の向上に寄与します。

根拠・データ等

・【令和２年度商店街実態調査】商店街の保有施設：街路灯（64.7%）、アーケード（11.2%）、アーチ（片アーチ）（15.7%）、いすれも
所有していない（24.9%）、無回答（4.8%）
・【令和２年度商店街実態調査】商店街の保有施設の保全・維持管理における課題は何ですか：保全・維持管理の費用の負担が大きい
（37.7%）、老朽化による事故の危険性がある（18.9%）
・【大店立地法届出】令和２年度 72件、令和３年度 63件、令和４年度見込　70件

目標 20 22 30 35 35 35 35

大規模小売店
舗立地審議会

開催回数

単位

回

実績 17 38

目標 160 156 160 160 160

5

事業スケジュール

①商店街ハード整備支援事業
昭和28年度：横浜市商店街環境整備支援事業　開始
平成17年度：安全・安心な商店街づくり事業　開始
②大規模小売店舗立地法運用
平成12年度：「大規模小売店舗立地法」施行により事業開始

事業概要
商店街が実施する施設の整備や災害の影響で破損した施設の修繕等への対応を支援します。また、街路灯を保有・点灯し、防犯パトロール
を実施している商店街を支援することで、安全・安心な買い物環境の整備を図ります。
さらに、大規模小売店舗立地法に基づき、周辺環境の保持を図ります。

事業開始年度 昭和28年度ほか

根拠法令・方針決裁等

・横浜市商店街環境整備支援事業補助金交付要綱
・横浜市安全・安心な商店街づくり事業補助金交付要綱
・大規模小売店舗立地法
・横浜市大規模小売店舗立地審議会条例

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

決
算

62,055 61,910 73,285
62,055 61,910 73,285

108,380
78,406 74,410 64,800 108,380 108,380 108,380

予
算

78,406 74,410 64,800 108,380 108,380

0 24,990

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

増△減 24,990 0 0 0 0

0
令和４年度 83,390 83,390

単独事業

108,380
補助事業 0

令和５年度 108,380

県 諸収入 市債 一般財源

事業名称

財　源　内　訳

安全・安心な
商店街づくり
事業助成件数

単位

件

一 般 財 源 等

会計一般

人・環境に優しい買い物の場支援事業

枝番号

政策番号 20 政策指標 ① 施策番号 4 施策指標 ①

前年度事業名称 人・環境に優しい買い物の場支援事業

区　分 金　額 国

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 商業振興
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

5-1-6
4-1、4-2、

4-3事業区分

歳出予算科目 5 1 5

160 160

実績 161 157

目標 3 5 6 6 6 6 6

実績 3



（単位：千円）

①

②

係

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

商店街ハード整備支援事業 106,880

課長 係長

細事業合計 108,380 83,390 24,990

本資料は、公正・適正に作成しました。 宮島　大輔 渡部　清香 稲葉　雅哉

81,890 24,990
計画認定申請数の増加等に
よる増

大規模小売店舗立地法運用 1,500 1,500 0 ―













(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 雇用労働
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

5-8-1
1事業区分

歳出予算科目 一般 会計 5 1 5 枝番号 前年度事業名称 就職支援事業

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 就職支援事業 政策番号 20 政策指標 ② 施策番号 3 施策指標

令和５年度 17,607 5,148 12,459
0

単独事業 0
補助事業

40,080
増△減 △ 41,973 △ 14,352 0 0 0 0 △ 27,621

令和４年度 59,580 19,500

令和８年度
予
算

53,130 44,500 79,780 17,607 10,743 10,743

53,130 44,500

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

60,280 12,459 10,743 10,743

根拠・データ等
労働力調査（総務省）、一般職業紹介状況（厚生労働省）、神奈川県労働力調査報告（神奈川県）、平成29年就業構造基本調査、経済財
政運営と改革の基本方針2022（内閣府）

59,945

事業概要
本事業では、市民に密着した基礎自治体として、国や県が実施する取組を補完するため、地域の実情やニーズに応じた雇用対策事業とし
て、インターンシッププログラム及び就職支援セミナーを実施します。さらに、国の雇用対策を担うハローワーク等と連携した合同就職
面接会を開催するとともに、各種の取組を周知するため、ホームページ・各種リーフレットによる広報を行います。

事業開始年度 平成18年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

52,411 80,685 79,445

52,411 70,935

根拠法令・方針決裁等 職業安定法、労働施策総合推進法、地域就職氷河期世代支援加速化事業実施要綱、地域就職氷河期世代支援加速化交付金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①背景・課題の分析
令和４年11月の本市の有効求人倍率は1.15で、新型コロナの影響に伴う低下から持ち直し、回復傾向が続いています。
　
②事業目的・効果(必要性)
＜横浜市就職サポートセンター事業＞
求職者の就職支援や市内中小企業等の人材確保を目的に、個別相談や就職氷河期世代を対象としたインターンシッププログラム等、効果
的な就職支援を実施します。
＜合同就職面接会＞
合同就職面接会を通じて市内企業の人材確保と求職者の就職に寄与します。

①（延べ）事
業支援者数

単位 目標 3,030 2,452 1,770 770

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

770 750 750

人 実績 2,312 3,463

②１回あたり
のマッチング

数

単位 目標 180 180 180 180 180 180 180

件 実績 147 174

57,280

合同就職面接会 2,300

事業スケジュール

平成18年度：地域連携雇用促進事業　事業開始
平成21年度：「横浜で働こう！」推進事業へ事業名変更
令和３年度：「就職支援事業」へ事業名変更
令和２年度：就職氷河期世代就職支援プログラム　事業開始
令和５年度：就職氷河期世代就職支援プログラムを横浜市就職サポートセンター事業へ統合

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

横浜市就職サポートセンター事業

本資料は、公正・適正に作成しました。 卯都木　優子 菊池　仁 遠藤　彩楓

細事業合計 17,607 59,580 ▲ 41,973

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 166,511 168,303 ▲ 1,792

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 高家　達朗 田村　亮 肥田野　牧子

168,303 ▲ 1,792
訓練用パソコンリース期
間満了等による減

事業スケジュール

・昭和33年度：事業開始
・平成25年度：医療・調剤事務OA科追加
・平成26年度：年間定員600名に増加
・令和４年度：施設外訓練（IT・Webプログラミング科）追加
・令和５年度：施設内訓練４科、施設外訓練４科に

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

職業訓練事業 166,511

1,200

人 実績 1,432 1,313
申込者数

単位 目標 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

80 80 80

％ 実績 81.3 81.7
就職率

単位 目標 80 80 80 80

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等

・完全失業率（全国）
２年度：2.8％、３年度：2.6％

・有効求人倍率（横浜市）
２年度：1.13、３年度：1.08

27,183

事業概要 一般の離職者やひとり親等に対し、職業に必要な知識や技能の習得を目指した職業訓練を行い、就職活動を支援します。

事業開始年度 昭和33年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

125,500 96,912 119,993

36,925 32,037

根拠法令・方針決裁等
職業能力開発促進法、横浜市中央職業訓練校条例及び同施行規則、横浜市中央職業訓練校処務規程、横浜市中央職業訓練校　入校申込者
の選考等に係る事務取扱要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①新型コロナウイルス感染拡大の長期化により、不安定な雇用情勢が続いています。
②専門的な知識、技能の習得や就職支援を行うことにより、就職活動を有利に進めることができます。
実施訓練科及びスケジュール
〇施設内訓練
【訓練科名】/【訓練期間】/【入校時期】/【各回定員】
①ＣＡＤ製図科/6か月/4月・10月/20人 ②パソコン基礎科/2か月/4月・7月・10月・1月/20人
③介護総合科/3か月/5月・9月・12月/30人  ④介護･医療事務ＯＡ科/3か月/4月・7月・12月/20人

〇施設外訓練
【訓練科名】/【訓練期間】/【入校時期】/【各回定員】
①ＩＴ･Ｗｅｂプログラミング科/3か月/5月・7月・9月・10月・12月/30人
②ＩＴビジネス科/3か月/5月・9月・12月/30人　③医療･調剤事務ＯＡ科/3か月/5月・9月・12月/30人
④ＯＡ経理科/3か月/4月・7月・12月/20人

令和８年度
予
算

157,980 157,896 156,446 166,511 166,511 166,511

31,390 30,354

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

26,962 22,866 22,866 22,866

24,684
増△減 △ 1,792 0 0 26 0 0 △ 1,818

令和４年度 168,303 143,592 27

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 166,511 143,592 53 22,866

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 職業訓練事業 政策番号 20 政策指標 ② 施策番号 3 施策指標

5-1-8
2事業区分

歳出予算科目 一般 会計 5 1 5 枝番号 前年度事業名称 職業訓練事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 雇用労働
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①
⑩

係

細事業合計 23,849 24,251 ▲ 402

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 高家　達朗 田村　亮 中西　恵理

24,251 ▲ 402
緊急雇用創出事業終了に
よる減

事業スケジュール
・昭和57年度　事業開始
・平成24年度　教室の目的外使用許可開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

職能開発総合センター管理運営事業 23,849

43 43 43

回 実績 43.0 43.0

特定建築物年間管
理計画に基づく各

種法定点検

単位 目標 43 43 43 43

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
職業訓練を当該施設で行っているため、管理運営は必要不可欠です。
各種委託業務定期点検報告書

27,161

事業概要
職能開発総合センターの管理運営を適切に行います。また、職能開発総合センターの教室の一部を訓練に支障のない範囲で目的外使用
により、貸会議室として貸し出します。

事業開始年度 昭和57年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

24,743 22,399 26,827

24,355 22,399

根拠法令・方針決裁等 横浜市中央職業訓練校条例、同施行規則、横浜市中央職業訓練校の教室の目的外使用許可に関する要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①施設の老朽化により突発的な故障への修繕対応が必要です。
②適切に管理運営を行うことにより、快適な環境で職業訓練を受講できます。また、目的外使用による貸出を行うことで、地域の中小
企業等のための教育訓練や研修の場として提供できるとともに、財源の確保にも繋がります。

令和８年度
予
算

24,370 24,575 23,824 22,554 22,554 22,554

23,981 24,196

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

23,437 22,197 22,197 22,197

23,894
増△減 △ 402 0 0 △ 17 △ 9 0 △ 376

令和４年度 24,251 107 250

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 23,849 90 241 23,518

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 使用料 市債 一般財源

事業名称 職能開発総合センター管理運営事業 政策番号 20 政策指標 ② 施策番号 3 施策指標

該当なし
事業区分

歳出予算科目 会計 5 1 5 枝番号 前年度事業名称 職能開発総合センター管理運営事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 雇用労働
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

細事業合計 9,032 10,210 ▲ 1,178

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 卯都木　優子 泉澤　俊輔 赤尾　夢叶

5,575 ▲ 1,008 事業の見直しによる減

技能職者表彰 515 535 ▲ 20 実績による減

事業スケジュール

・昭和42年度：横浜市技能功労者等表彰事業を開始
・昭和46年度：横浜市技能職団体連絡協議会への補助金事業を開始
・平成８年度：横浜マイスター事業を開始
・平成19年度：後継者育成のための取組への助成事業等を開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

横浜マイスター事業 4,567

技能職団体等活動支援 3,950 4,100 ▲ 150 事業の見直しによる減

116,000

実績 112,725 60,922

技能職関連HP
アクセス数

単位 目標 13,000 110,000 112,000 113,000 114,000 115,000

80

実績 72 70

技能職者
表彰人数

単位 目標 85 85 80 80 80 80

35 36 37

実績 27 27

活動可能な
横浜マイス
ターの人数

単位 目標 31 32 33 34

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
・技能職振興に関するヨコハマｅアンケート（令和２年）
・技能職事業者経営状況調査（令和２年）

8,144

事業概要 市民の生活・文化に寄与する、手仕事・手作業を中心とした職である技能職の振興を図ります。

事業開始年度 昭和42年

６年度 ７年度 ８年度

決
算

14,053 15,111 8,164

13,991 15,056

根拠法令・方針決裁等 横浜マイスター要綱、横浜市技能功労者等表彰要綱、技能職振興事業補助金交付要綱、横浜市技能職者育成事業補助金交付要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

長い伝統や文化の中で培われてきた優れた技能は、市民生活・文化を支え、豊かさをもたらす市民の貴重な財産であり、振興していくこ
とが必要です。
また、こうした技能職の多くは、横浜経済の一翼を担う中小・小規模企業であることから、中小・小規模企業の支援及び横浜経済の活性
化の観点からも、振興を図ることが重要です。

令和８年度
予
算

16,784 15,100 11,200 9,032 9,032 9,032

16,638 15,050

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

11,150 8,982 8,982 8,982

10,160
増△減 △ 1,178 0 0 0 0 0 △ 1,178

令和４年度 10,210 50

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 9,032 50 8,982

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 技能職振興事業 政策番号 20 政策指標 ② 施策番号 3 施策指標

5-1-8
3事業区分

歳出予算科目 会計 5 1 5 枝番号 前年度事業名称 技能職振興事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 雇用労働
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 雇用労働
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 一般 会計 5 1 5 枝番号 前年度事業名称 勤労行政推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 勤労行政推進事業 政策番号 20 政策指標 ② 施策番号 99 施策指標

令和５年度 7,764 7,764
0

単独事業 0
補助事業

8,052
増△減 △ 288 0 0 0 0 0 △ 288

令和４年度 8,052

令和８年度
予
算

9,223 8,782 8,315 7,764 7,764 7,764

9,223 8,782

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

8,315 7,764 7,764 7,764

根拠・データ等
・神奈川県労働組合基礎調査結果(令和３年12月)中央組織等別加盟状況
・就業構造基本調査（平成29年）

3,465

事業概要
　適切な働き方の実現や生活の安定の確保を含む勤労者の福祉の増進を目的として、勤労福祉諸団体等の活動を支援するとともに、勤労
者の適切な働き方や雇用・生活の安定を支える諸制度に関する周知啓発などを行います。

事業開始年度 昭和55年

６年度 ７年度 ８年度

決
算

8,808 3,012 3,465

8,808 3,012

根拠法令・方針決裁等
駐留軍関係離職者等臨時措置法（昭和33年5月 法律第158号）、横浜市駐留軍関係離職者等対策協議会条例（昭和36年12月  条例第37
号）、横浜市がん撲滅対策推進条例（平成26年6月　条例第42号）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【背景・課題の分析】
　右肩上がりの経済成長期からバブル期を経て、日本経済が成熟する一方でグローバルな競争は激化し、現在、急速な経済成長を見込む
ことが難しい時代となっています。これに伴い、勤労者を取り巻く状況は厳しさを増し、かつては日本型雇用の特長と言われた年功序列
や終身雇用、企業の充実した福利厚生などが大きく変化し、非正規雇用も増加しています。
　このような状況の中、2010年代半ばから、国内では様々な面での「働き方改革」が進められてきており、国際的にも「持続可能な開発
目標（SDGs)」において「働きがいのある人間らしい仕事（ディーセント・ワーク）」の実現が謳われるなど、勤労者の適切な働き方の実
現、生活の安定の確保が重要な課題となっています。
【事業目的・効果（必要性）】
　この課題に効果的に対応するためには、本市として、国や県の関連施策・取組と連携するほか、勤労者関係諸団体の活動を支援する必
要があります。また、労働法制や労働・社会保険など勤労者の適切な働き方、雇用・生活の安定を支える諸制度の周知を図り、その活用
を促すことも重要です。そのため、以下のような取組を行います。
①勤労福祉団体等の活動支援
②「ワーキングガイド」による労働法制等の周知啓発
③課の運営

労働法制関連
HPアクセス数

単位 目標 8,000 8,500 8,500 8,500

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

8,500 8,500 8,500

件 実績 8,759 2,874

単位 目標

実績

単位 目標

実績

6,917 0

「ワーキングガイド」による労働法制
等の周知啓発

100 290 ▲ 190 事業見直しによる減

事業スケジュール
昭和55年　勤労福祉団体等補助金開始
平成８年　神奈川県駐労福祉センター補助金開始
平成12年　ワーキングガイド作成開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

勤労福祉団体等の活動支援 6,917

課の運営 747 845 ▲ 98 実績に基づく減

本資料は、公正・適正に作成しました。 卯都木　優子 水口　章史 原田　恵梨香

細事業合計 7,764 8,052 ▲ 288

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 雇用労働
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

5-1-8
4事業区分

歳出予算科目 会計 5 1 5 枝番号 前年度事業名称

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

事業名称 勤労者生活資金預託金 政策番号 20 政策指標 ② 施策番号 99 施策指標

令和５年度 350,000 350,000 0
0

単独事業 0
補助事業

0
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和４年度 350,000 350,000

令和８年度
予
算

350,000 350,000 350,000 350,000 350,000 350,000

0 0

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

0 0 0 0

根拠・データ等 貸金業関係資料集（金融庁：令和３年10月　令和４年７月更新）

0

事業概要
勤労者の生活を守り、福祉を増進させるため、勤労者向けの貸付事業を実施します。本市が福祉金融機関である中央労働金庫に貸付原資
を預託し、それを活用して中央労働金庫が制度を運用します。

事業開始年度 昭和55年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

350,000 350,000 350,000

0 0

根拠法令・方針決裁等 横浜市勤労者生活資金貸付に関する事務取扱要綱

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

【背景・課題の分析】
市場経済において勤労者は弱い立場にあり、景気の変動や産業構造の変化、感染症蔓延を含む災害の発生などの様々な要因により、生活
が脅かされたり、困窮に陥ったりするおそれが高くなっています。
【事業目的・効果】
本事業は、そのような勤労者の生活を守り、福祉を増進させるために実施します。本市が貸付原資の一部を福祉金融機関である中央労働
金庫に預託することで、生活資金を必要とする勤労者に低金利の貸付を安定して提供することができます。貸付を金融機関を通じて行う
ことで、その専門的能力によりコストやリスクを軽減することができ、費用対効果が大きくなります。
(1) 貸付制度の概要
ア 貸付内容

① 福利厚生のための資金貸付、② 仕事と家庭の両立のための資金貸付
③ 新型コロナウイルス感染症の影響による資金貸付、④ 脱炭素社会の実現に寄与するための資金貸付

イ 貸付対象
市内に在住又は在勤する勤労者

(2) 預託先
中央労働金庫横浜支店

(3) 預託金額
350,000,000円

(4) 預託方法
無利息（普通預金無利息型決済預金）

(5) 預託期間
令和5年4月1日～令和6年3月31日

累計貸付
単位 目標 245,000 245,000 245,000 245,000

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

245,000 245,000 245,000

千円 実績 207,604 168,246

新規貸付
単位 目標 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

千円 実績 136,010 37,150

事業スケジュール

昭和55年度 事業開始
・・・

平成25年 5月31日 自動車ローン等の利用増により預託金額上限に到達しそうになり、貸付を休止
平成26年 4月 1日 貸付条件を厳格化。所得制限を設ける(年収700万円まで)
令和 2年 4月 1日 所得制限を撤廃
令和 2年 6月22日 新型コロナウイルス感染症の影響による生活資金のための融資開始(令和2年度実績:116件・101,530千円)
令和 4年 4月 1日 「脱炭素社会の実現に寄与するための資金貸付」を開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

貸付金事業

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 卯都木　優子 水口　章史 戸川　壮平

350,000 350,000 0

細事業合計 350,000 350,000 0



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 雇用労働
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号

5-1-8
5事業区分

歳出予算科目 一般 会計 5 1 5 枝番号 前年度事業名称 シルバー人材センター助成事業

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

事業名称 シルバー人材センター助成事業 政策番号 20 政策指標 ② 施策番号 3 施策指標

令和５年度 63,190 63,190
0

単独事業 63,190 63,190
補助事業

48,190
増△減 15,000 0 0 0 0 0 15,000

令和４年度 48,190

令和８年度
予
算

70,590 64,690 48,190 48,190 48,190 48,190

70,590 64,690

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

48,190 48,190 48,190 48,190

根拠・データ等

【設置根拠】
「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、市内の高齢者（市内60歳以上人口1,142,678人）の臨時・短期的または軽易な業務
にかかる就業機会を確保し、市民に提供します。

【データ】
令和４年「高年齢者雇用状況等報告」集計結果
神奈川県労働力調査
横浜市将来人口推計

48,190

事業概要

(1) 会員(概ね60歳以上の高齢者)に対する臨時的・短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機会の確保と提供
(2) 会員に対する職業紹介事業及び労働者派遣事業
(3) 会員の就業に必要な知識及び技能習得のための講習の実施
(4) 就業等を通じた会員の生きがいの充実、福祉の増進及び社会参加の推進を図るために必要な事業
(5) 前４号に掲げるもののほか、会員の多様な就業機会の確保及び地域社会、企業等における会員の能力の活用を図るために必要な事業

事業開始年度 昭和55年

６年度 ７年度 ８年度

決
算

70,590 64,690 48,190

70,590 64,690

根拠法令・方針決裁等
高年齢者等の雇用の安定等に関する法律、公益財団法人シルバー人材センター定款
横浜市シルバー人材センター事業補助金交付要綱、横浜市特定協約団体との協約

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①少子高齢化の進展に伴い労働力が不足する中、地域社会の担い手として、市内の高齢者の活躍が期待されています。
②健康で働く意欲を持つ定年退職者等の高齢者の希望に応じた、臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機会を確
保し、これらの者に対して組織的に提供すること等により、高齢者の生きがいの充実、福祉の増進並びに社会参加の推進を図り、もって
高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与します。また、センター会員へのデジタル環境の活用支援に取り組みます。これ
らの事業について、財政支援を行います。

会員数
単位 目標 10,500 11,000 11,600 12,200

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

12,200 12,200 12,200

人 実績 10,384 10,503

単位 目標

実績

単位 目標

実績

48,190 15,000
会員のデジタル環境利用
の促進に係る諸経費増に
よる増

事業スケジュール
令和5年4月～令和6年3月　事業補助金交付
令和5年7月　神奈川県シルバー人材センター連合会会費支払い

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

シルバー人材センター助成事業 63,190

本資料は、公正・適正に作成しました。 卯都木　優子 菊池　仁 鴇田　純奈

細事業合計 63,190 48,190 15,000

課長 係長



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

細事業合計 144,410 140,272 4,138

課長 係長

本資料は、公正・適正に作成しました。 卯都木　優子 泉澤　俊輔 永瀬　兼也

137,272 4,920

下記要因に伴う増
・事業見直し
・賃金水準スライドに

よる影響額反映
・物価高騰による影響

予想額反映

設備の修繕・更新等（業務委託により
実施）

2,000 3,000 ▲ 1,000 委託内容の変更による減

事業スケジュール

・昭和61年度：運営開始
・平成18年度：指定管理者制度導入、第１期指定管理期間開始

指定管理者：株式会社ファンケルホームライフ
・平成23年度：第２期指定管理期間開始

指定管理者：株式会社キャリアライズ
・平成28年度：第３期指定管理期間開始

指定管理者：株式会社キャリアライズ（平成28年４月～平成30年９月）
パーソルテンプスタッフ株式会社（経営統合により平成30年10月から同社に変更）

・令和３年度：第４期指定管理期間開始
指定管理者：株式会社明日葉

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

会館の管理運営 142,192

横浜市技能文化会館指定管理者選定評
価委員会の開催

218 0 218

指定期間２年目又は３年
目のいずれか、並びに次
期指定管理者を選定する
際に開催が必要なため

1,390

人 実績 185 312

技能職振興に
関する企画へ
の参加数（各
種講座等）

単位 目標 1,969 661 487 633 823 1,069

50.0

％ 実績 48.4 59.6

貸出施設
稼働率

単位 目標 65.0 48.0 48.0 50.0 50.0 50.0

110,000 110,000 110,000

人 実績 80,576 96,060
利用者数

単位 目標 285,980 100,000 100,000 110,000

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等
・横浜市技能文化会館事業報告書（各年度）
・横浜市技能文化会館第三者評価結果報告書（令和元年度）

136,175

事業概要
技能職の振興、雇用による就業機会の確保並びに勤労者福祉の増進及び文化の向上を図ることを目的とした横浜市技能文化会館の管理運
営を行います。

事業開始年度 昭和60年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

144,324 167,305 138,834
141,542 164,687

根拠法令・方針決裁等 横浜市技能文化会館条例、横浜市技能文化会館条例施行規則

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

　横浜市技能文化会館は、条例により設置されている公の施設であり、本市が指定管理者制度により管理運営することとされています。
　同会館は、条例に定める３つの目的のために以下のとおり活用されています。
(1)技能職の振興

技能職の拠点施設として技能職者や技能職団体の活動・交流などに活用されています。また、各種講座の開催を通じて、市民が技能に
触れる場にもなっています。
(2)雇用による就業機会の確保

雇用・就業等に関する相談対応や勤労者向け労働セミナー、合同面接会等の企画・実施を行う「労働情報・相談コーナー（働く人の相
談室）」が設置されています。
(3)勤労者の福祉の増進と文化の向上

会館を使用したイベントの開催や研修室等の貸出しを行い、市民活動の支援を行っています。

令和８年度
予
算

142,273 142,350 140,000 144,192 144,410 144,192
139,348 139,425

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

137,100 141,074 141,292 141,074

137,372
増△減 4,138 0 0 0 218 0 3,920

令和４年度 140,272 2,900

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 144,410 3,118 141,292

①

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 使用料 市債 一般財源

事業名称 技能文化会館管理運営事業 政策番号 20 政策指標 ② 施策番号 3 施策指標

5-1-8
6事業区分

歳出予算科目 一般 会計 5 1 5 枝番号 前年度事業名称 技能文化会館管理運営事業

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 雇用労働
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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